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第第２２節節  平平成成２２７７年年和和歌歌山山県県産産業業連連関関表表のの基基本本事事項項 

  
  
  
 
 

１１  基基本本フフレレーームム  
 

（（１１））作作成成のの目目的的 
和歌山県産業連関表は、和歌山県内の産業構造や各産業部門間の生産活動における相互依存の関

係を、総合的に把握するものであり、県経済の構造分析や行政諸施策の立案、各種施策による経済

波及効果の測定等の基礎資料として利用することを目的に作成します。 
なお、本県では昭和３５年表を最初として、昭和５０年表以降は概ね５年ごとに作成を行ってお

り、今回はより最新の表として平成２７年表を作成し公表するものです。 
 

（（２２））対対象象期期間間・・地地域域及及びび記記録録のの時時点点 
平成２７年（２０１５年）１月から１２月までの１年間の和歌山県内における財・サービスの生

産活動及び取引が対象です。 
記録の時点は、原則として生産及び取引が実際に発生した時点を記録する「「発発生生主主義義」」です。 

 
（（３３））取取引引基基本本表表のの形形式式 

取引基本表は、平成２３年表と同様、生産者価格評価による〔行〕商品×〔列〕アクティビティ

（商品）の地地域域内内競競争争移移輸輸入入型型表表です。 
①①  地地域域内内表表とと地地域域間間表表 

地域内表とは、特定の一地域内の生産活動を取り上げて、その投入・産出構造を中心に記録し

たものであり、他の地域との取引は移輸出入として一括して取り扱います。これに対して、地域

間表は二つ以上の地域の生産活動を取り上げて、それぞれの地域内の投入・産出構造とともに地

域相互間の取引を明示した表になります。 
地域間表を使用すれば、他地域との相互依存関係を明らかにすることができますが、本県での

作成目的が、県内の産業間取引の把握にあることと、資料上の制約などにより地域内表としてい

ます。 
②②  競競争争移移輸輸入入型型とと非非競競争争移移輸輸入入型型 

取引基本表を作成する上で、移輸入をどのように扱うかについては、大別して二つの方式があ

ります。一つは、同じ種類の商品について、県内産品と移輸入品との区別を行わず、一括して扱

う「競争移輸入型」、これに対し、同じ種類の商品であっても、県内産品と移輸入品とを区別し

て扱う「非競争移輸入型」があります。 
    それぞれの取引基本表を使用して分析する際には、下記のような特徴があります。 
    競争移輸入型を使用して分析をする場合には、県内産品と移輸入品の比率が商品ごとに一定であ

ると仮定するため、必ずしも、現実の姿を正確に反映するものではなく、経済構造の現状分析には

適していません。しかし、競争移輸入型は、部門間の技術構造及び相互依存関係を良くとらえてい

るほか、分析する際に使用する投入係数も一定の比率となることから、安定的となり、産業連関分

析では、一般的に競争移輸入型が使用されています。 
    一方、非競争移輸入型を使用して分析する場合には、県内産品と移輸入品を実際の割合で区別し

て扱うため、その時点の産業構造を的確につかむことができ、経済構造の現状分析に適していると

言えます。しかし、同じ原材料等であっても、県内産品・移輸入品のどちらを使用するかは流動的

であるため、投入係数が安定的であるとは言えず、将来予測等に適しているとは、必ずしも言えま

せん。 
    本県の移輸入の取り扱いについては、全国表に準じて「競争移輸入型」としています。 
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（（４４））価価格格評評価価 

実実際際価価格格による生生産産者者価価格格評評価価表表とします。 
①①  実実際際価価格格とと統統一一価価格格 

実際価格とは、実際に取引がなされた価格で評価する方法であり、統一価格とは、取引先や取

引形態にかかわらず単一に価格を別途設定して評価する方法です。 
実体経済においては、たとえ同一の財や同一の量であったとしても、地理的要因や時期的な要

因また、需給の状況や取引の形態が相違するなどにより、同一の価格で取引されるとは限らない

ため、本県では、経済取引の実態を表すことを考慮して実際価格としています。 
 

②② 生生産産者者価価格格とと購購入入者者価価格格 
財貨の価格は、取引に伴って付加する流通コスト（商業マージン及び貨物運賃）の処理方法に

よって、（１）生産者価格評価と、（２）購入者価格評価がありますが、投入構造が安定してお

り、分析に適している生産者価格評価を採用しました。 
 

（（５５））輸輸出出入入品品のの価価格格評評価価 
輸出品の価格はＦＯＢ価格（本船渡しの価格）とし、輸入品の価格はＣＩＦ価格（運賃、保険料

を含む価格）とします。 
輸出入品の価格評価については、貿易統計の価格評価が、輸出品はＦＯＢ価格で輸入品はＣＩＦ

価格で評価されるため、生産者価格で評価をする場合は、先のような価格評価となります。 
 

（（６６））消消費費税税のの評評価価方方法法 
消費税の評価方法は、各取引額に消費税額を含むグロス表示とします。なお、消費税の納税額は、

粗付加価値部門の間接税に含めています。 
 

（（７７））部部門門分分類類 
部門の設定は全国表に合わせており、基本表はアクティビティベース（生産活動単位）の分類に

よる行５０９部門、列３９１部門の「商品」×「アクティビティ（商品）」の表となっています。 
部門数については、以下のとおりです。 

行     列 
基本分類   ５０９ × ３９１部門 
統合小分類  １８７ × １８７部門（HP にて公表） 
統合中分類  １０７ × １０７部門（公表） 
統合大分類   ３７ ×  ３７部門（公表） 

なお、ひな形として１３×１３部門についても公表をしています。 
 

（（８８））逆逆行行列列係係数数のの型型 
逆行列係数については、以下の型とします。 
 

[ Ｉ － （ Ｉ－Ｍ
∧

 ）Ａ ]－１    （開放経済型逆行列係数） 
 

（ Ｉ － Ａ ）－１         （閉鎖経済型逆行列係数） 
 
 
 
 


